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令和４年３月橋本市議会定例会会議録（第３号）その７ 

令和４年２月22日（火） 

                                           

（午後３時20分 再開） 

○議長（小林 弘君）休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 順番12、５番 板橋君。 

〔５番（板橋真弓君）登壇〕 

○５番（板橋真弓君）多分、本日最後になる

と思います。ただ今、議長のお許しを頂きま

したので、通告に従い一般質問をさせていた

だきます。 

 今回は２項目あります。 

 まず１項目めは、１、子宮頸がん予防とＨ

ＰＶワクチン接種について。 

 子宮頸がんなどの原因となるヒトパピロー

マウイルス（ＨＰＶ）の感染を防ぐワクチン

について、厚生労働省は昨年11月26日に、2013

年６月から中止していた積極的な接種勧奨を

本年４月に再開するよう自治体に通知いたし

ました。また、約８年にわたる接種勧奨の中

止で機会を逃した人への救済措置については

４月勧奨再開に向け、今後専門部会で検討の

上、通知される意向です。 

 接種後の副反応への懸念から中止に至った

経緯を踏まえ、専門部会ではこれまでワクチ

ンの安全性と有効性、接種後に症状の出た人

への支援、ワクチンに関する情報提供の進め

方などを検討してきました。昨年10月の会合

では、接種後の多様な症状とワクチンとを関

連づける科学的根拠は認められず、海外の大

規模調査では近年、子宮頸がんの予防効果を

確認できたとの報告がありました。また、2018

年からＨＰＶに関するリーフレットを作成・

配布による情報提供で国民理解が進んだこと

も、積極的勧奨の再開につながったとしてい

ます。 

 今回の国の積極的勧奨の再開決定を受けて、

本市の今後の子宮頸がん予防への取組につい

てお伺いします。 

 （１）ワクチン接種について。 

 １、本市のＨＰＶワクチン接種勧奨に向け

た取組について。 

 ２、副反応相談窓口などの支援体制につい

て。 

 ３、接種勧奨の中止で機会を逃した人への

救済措置について。 

 ４、定期接種の延長や対象者と保護者への

周知について。 

 （２）子宮頸がん予防へのほかの取組。 

 １、早期発見・早期治療に向けた二十歳か

らの子宮頸がん検診。 

 ２、児童生徒へのがん教育。 

 続いて２項目め。一昨年12月議会で最初に

取り上げさせていただき、今回で２回目の質

問となりますが、２、介護する子ども「ヤン

グケアラー」への支援について。 

 介護する子ども「ヤングケアラー」への支

援が大きく前進しています。政府は2022年度

から３年間を集中取組期間に設定し、社会的

認知度の向上を図るほか、自治体の取組など

を支援する新規事業などを創設するための関

連経費を2022年度予算案に盛り込みました。

自治体の取組を支援する新事業では、ヤング

ケアラーの実態調査や福祉・介護・教育など

の関係機関職員向けに研修を実施する自治体

に対し、費用の半分を補助する財政支援を行

います。また、関係機関と民間支援団体など

をつなぐヤングケアラー・コーディネーター

の配置や、当事者同士が悩みや経験を共有し

合うオンラインサロンの運営・支援などに対

しては、国が費用の３分の２を負担するとし
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ています。 

 ヤングケアラーへの支援に取り組む本市に

おいても、国による財政支援が始まる意義は

大きいと考え、本市の取組の現状と今後の支

援体制の強化についてお伺いします。 

 以上、２項目についてよろしくお願いしま

す。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君の質問項

目１、子宮頸がん予防とＨＰＶワクチン接種

に対する答弁を求めます。 

 健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（土井加奈子君）登壇〕 

○健康福祉部長（土井加奈子君）子宮頸がん

予防とＨＰＶワクチン接種についてお答えし

ます。 

 まず、一点目のワクチン接種について、一

つ目のＨＰＶワクチン接種勧奨に向けた取組

ですが、本ワクチンは平成25年６月の厚生労

働省の勧告により、国民に適切な情報提供が

できるまでの間、定期接種を積極的に勧奨す

べきでないとされました。このことを踏まえ、

本市では接種に対して積極的な勧奨とならな

いよう留意しつつ、中学１年生の女子生徒に

は毎年、個別案内により周知してきました。

今回の通知を受け、来年度より定期接種対象

者に向けて個別案内を行い、希望者が接種機

会を逃さないよう周知していきます。 

 二つ目の副反応相談窓口などの支援体制で

すが、ＨＰＶワクチン接種後に気になる症状

が出たときには、まず接種した医療機関に相

談していただくのが原則となります。また、

より専門性の高い医療が必要と判断された場

合の診療等を行う協力医療機関として、和歌

山県立医科大学附属病院、日本赤十字和歌山

医療センターの２箇所を県において指定し対

応します。さらに、ＨＰＶワクチンを定期予

防接種として接種し、副反応が疑われる症状

があり、かつ予防接種と健康被害との因果関

係が認定された方については、予防接種法に

基づく救済を受けることができる制度もあり、

子育て世代包括支援センターが窓口となりま

す。 

 三つ目の接種勧奨の中止で機会を逃した人

への救済措置については、積極的に勧奨すべ

きでないとされていた期間に定期接種の対象

であった平成９年度から平成17年度生まれの

女子を対象に、令和４年４月から令和７年３

月までの３年間で時限的に従来の定期接種の

対象年齢を超えて接種することができます。

この点についても対象者への案内はもちろん、

市ホームページ及び「広報はしもと」等で積

極的な啓発に努めます。 

 四つ目の定期接種の延長や対象者と保護者

への周知については、定期接種の対象者の方

にはこれまでどおり個別案内により周知して

いきます。また、時限的に従来の定期接種の

対象を越えて接種を行うことができる方につ

いても同様に、個別案内により周知していき

ます。今回の積極的勧奨の再開にあたり、接

種について検討・判断するための十分な情報

提供を行うとともに、市ホームページ及び「広

報はしもと」等で積極的な啓発に努めます。 

 次に、二点目の子宮頸がん予防へのほかの

取組についてお答えします。 

 一つ目の早期発見・早期治療に向けた20歳

からの子宮頸がん検診についてですが、子宮

頸がんは20歳から30歳代の若い女性に多いの

が特徴で、近年、発症する人の数と死亡者数

がともに増え続けています。初期の段階では

無症状なことが多いことから、市では20歳以

上の女性を対象に２年に１回の検診を実施し、

子宮頸がんの早期発見に努めています。検診

時の自己負担は69歳までが1,000円で、70歳以

上は無料となっています。 

 また、20歳の女性には子宮頸がん検診の受

診促進を図り、がんの早期発見と正しい健康
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意識の普及啓発を図るため、子宮頸がん検診

無料クーポン券を配布しています。令和２年

度の受診者数は2,240人で、受診率は16.8％と

なっています。 

 二つ目の児童生徒に対するがん教育につい

てお答えします。 

 平成29年に公示された学習指導要領の規定

に基づき、小学校５・６年生の体育科、中学

校保健体育科の学習において、がん発生要因、

正しい生活習慣や検診の大切さ等について学

習を進めています。これに加え、がんに関す

る正しい知識の習得と理解の向上を図り、が

ん予防の意識を高めることを目的として、医

療法人南労会紀和病院のご協力を得て、平成

28年に市内全小学校の６年生とその保護者を

対象とした出前授業を開始しました。専門的

な知識を持ったがん専門医による説明やグル

ープワーク等を通して、正しい生活習慣を身

につけることの大切さ、検診の必要性につい

て学べる機会を設けております。令和２年度、

３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響

を受けて出前授業は中止とすることになりま

したが、今後も引き続き実施していきたいと

考えており、現在、令和４年度の実施に向け

て準備を進めているところです。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君、再質問

ありますか。 

 ５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）それでは、再質問をさ

せていただきます。 

 まず、ヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）

は、性経験のある女性であれば50％以上が生

涯で１度は感染するとされている一般的なウ

イルスです。ほとんどは自然に消えますが、

一部の人は消えず持続感染し、数年から十数

年かかって進行し子宮頸がん等に移行してし

まうのです。特に近年、若い女性の子宮頸が

んへの罹患が増えています。ＨＰＶ感染は主

に性的接触によって起こり、一生のうちに何

度も起こります。日本産婦人科学会は、「子宮

頸がんは若い女性がかかるがんの中では乳が

んに次いで多く、年間約１万1,000人近くの女

性が罹患し、約2,800人もの女性が亡くなって

います。2000年以降、患者数、死亡者数も増

えています。20代から増え始めて30代までに、

がんの治療で子宮を失ってしまう人も毎年

1,200人います。ＨＰＶワクチンの接種によっ

て子宮頸がんの60％から70％を予防できると

して、現在、世界の100か国以上において、Ｈ

ＰＶワクチンの国の公費助成によるプログラ

ムが実施されています」としています。 

 ここで、厚生労働省のリーフレットなんで

すけれども、それの画像を見てもらいたいと

思います。ＨＰＶワクチンの始まりと世界で

の状況ということで、推奨されてから100か国

以上で公的の接種が行われていて、イギリス、

オーストラリアでは接種が約８割という形に

なっています。アメリカは55％ということで。

ここに日本のデータがないんですけれども。

2017年のデータの中で日本は0.3％と、本当に

ほかとは比べ物にならないぐらい低い数にな

っています。これは多分リーフレットで、あ

まりに少ないので逆に恐れて受けないという

形になってもいけないので載せてはいないの

だなというふうに思います。 

 ＷＨＯは、15歳までに90％以上の女子が接

種することを目標としています。世界ではそ

ういう傾向にあるということです。ＷＨＯの

ワクチン安全性に関する専門委員会も日本の

対応を問題視しており、世界的にワクチンが

不足している中、使用期限を超えるワクチン

の多くを破棄している日本に対し、ワクチン

接種推奨に変更があるような安全上の問題は

確認されていないとする声明を出し、積極的

な接種勧奨の差押えのまま先進諸国の中で子

宮頸がんが今後も増え続けているのは日本ぐ
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らいであると懸念を表明しています。 

 ということで、次の画像に移ります。 

 先ほども言いましたけど、ＨＰＶワクチン

をめぐる経緯ということで、2009年に日本で

承認されました。2010年に任意で接種が開始

されまして、2013年、平成25年度ですけれど

も、４月に定期接種化が始まったんですけど

２カ月で積極的勧奨中止ということで、これ

は本当に副反応といいますか、やっぱり症状

が出た方がいて、厚生労働省のほうも積極的

な勧奨を中止したということです。今春の４

月には再開するんですけれども、それまでに

接種できなかった方ということで、この青色

の矢印の期間に入っている人というのは無料

接種できる人というのが1997年度生まれから

2005年度生まれの女性ということで、全国で

は260万人という数になっています。 

 まず質問なんですけれども、本市の積極的

勧奨中止になったときから機会を逃した人の

数と、今回勧奨再開する期間の正規の方とい

うことで、中学１年生から高校１年生までの

対象者の数を教えてください。そしてまた、

医療機関での接種となると思うんですけれど

もかなりの数になってくるので、新型コロナ

ワクチンとは状況が違うので殺到して供給が

間に合わないというようなことはないかとは

思いますけれども、需要と供給の問題として

ワクチンの確保や準備については大丈夫でし

ょうか。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）まず、定期

接種の対象者についてですが、平成18年４月

２日生まれから23年４月１日生まれまでの女

性が対象となりまして、人数につきましては

1,252名。それから、積極的接種の勧奨を中止

していた時期の平成９年４月２日生まれから

平成18年４月１日生まれまでの女性につきま

しては、2,499人の対象者がおられます。 

 医療機関での接種についてその供給の関係

ということなんですけれども、国内のＨＰＶ

ワクチンの主な販売元であるＭＳＤ株式会社

の広報資料によりますと、積極的な勧奨が再

開された場合についてもこれに対応する十分

な供給体制を整えているとの情報を提供いた

だいておりますので、問題がないと思われま

す。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）安心いたしました。 

 続いて、次に質問です。本市の接種状況に

ついて、中止の前後あたりから分かりました

ら接種状況を教えてください。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）平成22年の

11月から公費での接種が実施されましたが、

23年度からの実績を申し上げますと、一番接

種率が高かったのが23年度、1,155人の接種が

ありまして、接種率が67.9％などとなってお

ります。その後、25年度の６月に積極的勧奨

が控えられた後は１％未満の接種率となって

いたところなんですが、このところＨＰＶワ

クチンの積極的勧奨の再開が検討し始められ

ているところから、令和２年度からは接種率

１％を超えまして、３年度においては１月時

点で2.43％と、少しではあるんですけども上

昇しております。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）映像をお願いします。

橋本市の状況を教えていただきました。平成

23年度が67.90％ということで約70％という

ことで、これは国のほうの推移の厚生労働省

のグラフなんですけれども、ほぼ同じぐらい

ですね。2013年４月から６月というのが70％

ぐらいの接種率で、その後１％未満になって、

14年の４月から６月ということで。ずっと先

に行きますと、それこそ先ほどの説明と同じ

く18年度のリーフレットで情報提供というこ
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とで、検討委員会でずっと審議をされていた

中でリーフレットができて、それが徐々に配

布し始めて、20年、21年ということで接種率

が上がっているということで、ほぼ同じよう

な傾向にあるなということが分かりました。 

 ここで、ほとんどの自治体が個別案内通知

をやめてしまうという、中止という形が多か

ったんですけれども、本市は中学１年生の女

子生徒に毎年個別通知によって周知を続けて

こられたとのことで、かなり難しい選択では

あったとは思いますけれども、予防という点

で本当にありがたい選択をしていただいてい

たなというふうに思います。 

 先ほどのご答弁にありましたように何で中

１からということで、６年生というのもある

んですけども、何で中１を対象にしているの

かというところを教えてください。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）中１の女性

を対象にお送りさせていただくのは、先ほど

議員のほうからもご紹介があったと思うんで

すけども、この子宮頸がんの原因となってい

るウイルスがヒトパピローマウイルスという

ことで、一般的なウイルスではあるんですけ

れども、性経験のある女性では50％以上が１

度は感染するとされているウイルスなんです

が、やっぱりそれが性経験に基づくというと

ころから、性交渉を行う前の段階で最も高い

効果を得ることができるという観点から中学

１年生ということで。国が決められた幅とい

うのは小学６年生から高校１年生相当の女性

となっているんですが、国が標準的に置いて

いるのが13歳となる年度となっていることか

ら、中学１年生の女子生徒に対しまして毎年

案内を送付しています。直接接種券を送るの

ではなくて、一旦そういう対象の年齢ですよ

ということをお送りさせていただいて、ご希

望の方には接種券をお送りさせていただいて

いるという方法を取ってきていました。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）小学校６年生でも希望

すれば接種できるということですね。確認な

んですけれども、副反応等も相談窓口という

のが、まずそういう症状が出た場合は接種を

受けた医療機関に相談するということで。そ

こでもまだもっと症状が進んで大変だった場

合は県の２箇所の病院のほうに連絡を取って

いただけるということですね。もしもその結

果、健康被害というふうに認定された場合は、

子育て世代包括支援センターが窓口になって

いるということでよろしいでしょうか。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）間違いなく、

健康被害については子育て世代包括支援セン

ターが窓口となっております。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）次の質問なんですけれ

ども、今回対象になった高校１年生について

なんですけれども、最終の１年しか多分ない

と思うんですね。２年生になったら受けられ

へんと思うので。その辺りの接種もれに対す

る対処というか、いつまでに打っとかんと間

に合わへんかというか、その辺りのことを詳

しく教えてもらえたらと思います。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）基本的には、

中学１年生相当の年齢から４年間の接種期間

があるんですが、全部で３回の接種が必要と

なることから、平均的に約６か月の期間が必

要となってきます。そのために、最終の高校

１年生に相当する年齢の９月までには接種を

開始していただく必要があると思います。何

らかの理由で接種のし始めが遅れたりして、

その年度内であれば公費の対象にはなるんで

すけれども、翌４月以降にずれ込んだ場合は、

その分については実費負担となります。 
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 平成９年度から17年度生まれの積極的接種

を勧奨してなかったこの９学年の女子を対象

にする時限的な接種の対象者も同様の公費負

担、実費負担という分け方になってきます。

希望される方には必ずこの公費負担の期間内

に接種していただけるように個別案内、それ

からホームページ、広報などで積極的に啓発

をしていきたいと思います。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）期間を過ぎると実費と

いう形になるということですね。実費でちょ

っと調べさせていただいたら５万円ぐらいか

かるということでかなりの高額なので、せっ

かく打ったからにはやっぱりその期間内に打

っていただけるように。例えばなんですけど、

費用助成期間終了というような通知をうっか

り忘れたらあかんので、９月ぎりぎりとかや

ったらそれよりも以前に、その期間が終わる

よというような案内を発送をしていただいた

りという工夫はお願いできたらと思うんです

けれども、その点はいかがですか。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）確かにそう

いう周知も大事かな、通知も大事かなと思い

ます。一方で強制接種ではないので、その辺

りの書き方というか、ご案内の仕方というの

を工夫しながら進めていきたいと思います。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）ありがとうございます。

よろしくお願いいたします。なかなかその伝

え方というのは難しいところはあると思うん

ですけれども、先ほどのご答弁にもありまし

たように、十分な情報提供というのがその点

については大事になってくるかなというふう

に思います。それに関する方法というかツー

ルなんかがありましたら教えてください。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）ＨＰＶワク

チンをよく知っていただくためのリーフレッ

トというのは、厚生労働省が作成しておられ

ます。ただ、積極的勧奨を再開するというこ

とを記載したチラシが今のところございませ

ん。それで本市では積極的勧奨を再開する旨

を記載したチラシを作成いたしまして、個別

案内と併せて対象者に周知していく予定をし

ております。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）ここでＨＰＶワクチン

の安全性についてのエビデンスということで、

大丈夫ですという案内が、厚生労働省の文書

なんですけれども確認の意味で読んでみたい

と思います。 

 ＨＰＶワクチンの安全性についてというこ

とで、ＨＰＶワクチンの接種後に生じた症状

というのが結構倦怠感であったり疼痛みたい

なこととかもあったりしたんですけれども、

これまでの調査が行われていますけれどもワ

クチン接種との関連性は明らかになっていな

いということで。あと、ワクチンの有効性に

ついては、国内外の研究においてＨＰＶワク

チン接種によるＨＰＶの感染や子宮頸部異形

成の予防効果が示され、ワクチンの有効性は

10年以上の長期間持続することを示唆する結

果が示されているということで、さらに海外

の大規模調査においても子宮頸がんの予防効

果も示されてきているということで、ヨーロ

ッパとかそちらのほうでは12年というような、

そういう有効性がちゃんと証明されていると

いうような結果も出ております。 

 あと、ＨＰＶワクチンの集団免疫効果につ

いてということで、コロナワクチンでも集団

免疫という言葉は最近よく私たちも理解をし

やすくなっているんですけれども、ＨＰＶワ

クチン未接種の女性や男性においても、ＨＰ

Ｖ感染とそれによる子宮頸部異形成や肛門性

器疣贅に対する集団免疫効果が報告されてい
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るということで、男性もこのＨＰＶワクチン

のことでがんになる可能性があるというよう

なこともあるんですけれど。 

 ツールが先ほど私が紹介した中にあるんで

すけど、このリーフレットということで、先

ほども地図の中に出てきたんですけど、これ

を送ったことによって理解が増えて接種率の

向上につながったというので、こういったも

のも参考にしていただけたらというふうに思

います。 

 続きまして、子宮頸がんの検診等ワクチン

を推進すればより効果が上がり、がん患者が

減少するのではないでしょうかということで、

その質問に対してお答えください。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）子宮頸がん

検診と、それから子宮頸がんのワクチンはと

もに有効な予防方法と考えます。ワクチン接

種だけでは子宮頸がんの発症を100％予防す

ることはできませんし、二十歳を過ぎたら定

期的に子宮頸がん検診を受けていただいて、

早期発見・早期治療に結びつけることが大切

だと考えております。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）それでは、ワクチンの

啓発に頑張って取り組んでいただきたいと思

います。 

 続いて、子宮頸がんの予防のほかの取組に

ついて質問をさせていただきます。先ほどの

ご答弁にありましたように、２年に１回の子

宮頸がんの検診の数と受診率についてお伺い

します。令和２年度は2,240人で、受診率は

16.8％とお答えいただきましたけれども、受

診率を過去に遡って教えてください。分かる

範囲でいいので教えてください。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）元年度は受

けていただいた人数が2,445人で17％、それか

ら平成30年度は2,399人で16.8％、29年度は

2,409人で16.9％となっております。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）コロナ禍で思ったほど

というか、全部16.9％とか16.8％というよう

な形で、コロナ禍の中で受診率が下がってい

ないというふうになっているんですけども、

何か理由はあるんでしょうか。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）年齢別の受

診率を見ましたら、25歳から39歳までの方の

受診率が毎年高くあります。30％台を推移し

ているところです。その後、40歳代も20％台

を推移しているところなんですが、この年代

につきましてはコロナに関係なく、高い意識

で受診されているものと思われます。 

 あとは、妊婦健診のときに併せて受診され

ている方もおられるため、この年代の受診率

を押し上げているんだと思います。これを習

慣として、２年に１回の検診を必ず受けてい

ただきたいという思いがあります。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）私も1,000円で２年に１

回、受けております。ありがたいなというふ

うに思っています。 

 それで、二十歳の無料クーポンについて、

どれだけ発送して何人使用されているか教え

てください。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）令和２年度

につきましては、20歳の無料クーポン券は305

人にお送りしまして19人、6.23％の受診率に

なります。それから元年度は7.48％、30年度

が7.03％、29年度は12.28％となっております。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）人数的に言うと。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）すいません、
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人数を申し上げます。元年度の人数ですが、

321人にお送りしたのに対し24人で7.48％、30

年度が327人に対し23人で7.03％、29年度は

285人に対し35人で12.28％です。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）無料クーポンを配布し

た人数に対してかなり少ない数ということで、

二十歳という年齢からもその点は分かる気は

するんですけれども。せっかく無料なので、

このクーポンの効果が弱いのではないかとい

うふうに思うんですけれども、受診率を高め

るためにはどのように努力をされていますか。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）20歳の無料

クーポン。確かに高いとは言えないと思いま

す。20歳代の方というのは、まだ若いからと

か健康やからとか、検診がやっぱり恥ずかし

いというところもあると思います。なかなか

検診率の向上にはつながってないのですが、

国の補助金を活用して自己負担金無料クーポ

ン券を発行して受診のきっかけづくりを行っ

ているので、啓発としましては検診期間を長

くするために毎年、年度末に翌年度の受診券

と案内文を送らせていただいたりですとか、

広報に検診の案内、もちろん載せさせていた

だきますし、ホームページにも載せさせてい

ただいています。また、医療機関へのポスタ

ーの掲示であったりとか、それから、のぼり

旗の掲示もして推進はしていっているところ

であります。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）二十歳の無料クーポン

というのは、この１回限りでしょうか。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）二十歳、20

歳の対象年齢の女性に１度だけ送らせていた

だいています。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）若いので、二十歳の頃

というとやっぱり検診で台の上に乗るという

か、そういったところというのはかなりハー

ドルが高いと思います。私でさえもやっぱり

２年に１回市民病院で受けていますけれども、

やっぱり先生が女医さんであったらほっとし

たり、男性の方やったら緊張するようなとこ

ろも、恥ずかしいようなところもあるので、

その点は啓発していく。特にがん教育であっ

たりというようなところで検診の大切さとい

うのを、恥ずかしさと命の大事さというてん

びんにかけるといいますか、その辺が重要に

なってくるなというふうに思います。 

 がん教育についてなんですけれども、橋本

市のほうでは平成28年から小学校６年生に対

して、現場の本当に紀和病院の先生に来てい

ただいて、そういった正しい知識であったり、

がんの怖さであったりというようなところを、

生の声を、先生の声を聞かせていただけると

いうことで、本当にありがたい機会だという

ふうに思います。今回コロナで中止となって、

中学に行ったらそういう機会は多分ないと思

うんですけれども。 

 特に私は保健体育の教師をやっていました

ので、中学校、高校と、性教育の大事さとか

その辺のこととか、恥ずかしいとかじゃなく

て異性がすごく気になってくる年代でもあり

ますし、やはり啓発といいますか性教育、そ

れからワクチンであったり、がん検診の大切

さであったりということを日頃の授業で保健

体育の先生中心で、高校に上がってもそうで

すけれども、そういったところを大切にして、

これからもワクチンと検診併用で、とにかく

４月からのワクチンの受診率を上げるために、

一生懸命準備をしていただいていると思いま

すけれども、何とかその取組を成功させてい

ただきたいと思います。 

 一本目の質問はこれで終わります。 
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○議長（小林 弘君）次に、質問項目２、ヤ

ングケアラーの支援に対する答弁を求めます。 

 健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（土井加奈子君）登壇〕 

○健康福祉部長（土井加奈子君）介護する子

ども「ヤングケアラー」への支援についてお

答えします。 

 現在、本市が把握しているヤングケアラー

は約10件です。しかし、これは本市全体の実

態を把握した数字とは言えないため、来年度

の早い段階で実態調査に取り組み、本市の状

況を把握し、必要な支援につなぐための仕組

みづくりに取り組んでいきたいと考えていま

す。 

 実態調査にあたり、当初、中学校から高校

の生徒及び高校に在学していない15歳から18

歳までの方を対象にアンケートを予定してい

ましたが、本年１月13日の議員研修会におい

て講師から、「家族で介護や子育てを担うこと

が当たり前と考えている、また、そのことを

ほかの生徒たちに知られると恥ずかしいと考

えている生徒が多い中、配慮なく調査するこ

とは子どもの心を傷つけるおそれがあるため、

慎重にしていく必要がある」とアドバイスを

頂きました。この助言を受け、まずは児童生

徒が通う学校の教職員を対象としたアンケー

ト調査を進めていくよう考えているところで

す。 

 アンケート調査にあたっては、まず事前に

教職員に対しヤングケアラーについての知識

の共有や置かれている現状、どのような支援

ができるかなどの事前啓発をした上で実施す

ることが大切だと考えています。 

 また、並行して福祉や介護の関係機関や従

事職員に対しても知識の共有を行い、業務の

中でケアラーに気づいた際に、その情報を支

援に結びつけるための支援ネットワークの構

築に努めます。 

 さらに、議員おただしのヤングケアラー・

コーディネーターの配置や、当事者同士が悩

みや経験を共有し合うオンラインサロンの運

営・支援についても、実態調査結果と分析を

踏まえ今後も検討してまいります。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君、再質問

ありますか。 

 ５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）ご答弁ありがとうござ

いました。２年前にヤングケアラーの質問を

させていただいたときには、今ほどその周知

が広がっていませんで、とにかくヤングケア

ラーという名前を覚えていただこうというの

が一般質問の趣旨であったんですけれども、

ここまでヤングケアラーという言葉が皆さん

に周知されてきていまして、これから先、す

ごく力を入れていただけるかと期待しており

ます。 

 そこで、質問なんですけれども、ヤングケ

アラーと称される方たちは２年前、何人です

かと聞いたときに、答弁書を読み返してみま

したら14件ということで、今回10件という形

になっているんですけれども。10件というふ

うにありますけれども、この10件に対する支

援の状況というのは以前と比べてどのような

形になっていますか。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）さっきのご

質問での答弁時にはたしか14件ということだ

ったんですが、やはり年齢が大きくなってヤ

ングケアラーから外れたりとかというのもあ

るというふうに聞いております。今回、この

10件につきましては全て要保護児童対策地域

協議会の事務局で把握している数字となって

おります。乳幼児健診などを通じて担当保健

師が知ることとなって継続的な支援につなが

るということもあれば、学校が不登校であっ

たり虐待であったりなどの状況を見て、子ど
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もの心身の状況が心配であるということで家

庭支援が必要と考えて、相談につながるとい

うこともございます。 

 また、ヤングケアラー自身が家出などの行

動を起こして、警察経由で児童相談所に連絡

が行って市につながるというところもあるん

ですけれども、いろいろと状況によって支援

の内容というのは違ってくるんですけれども、

関係機関や地域で見守りなどをしながら必要

に応じてケース会議を開催いたしまして、支

援を確認しながら必要なサービスに、介護の

サービスであったりとか障がいのサービスで

あったりとかそういうところにつなげていっ

ているようにしています。 

 保護者が精神疾患を患っている場合などは、

そのヤングケアラーはやはり家事であったり

とか、兄弟のお世話であったりとかというの

を担わざるを得ない場合が多くて、その保護

者に対しては福祉サービスとか訪問看護など

につなぐことはできるんですけども、ヤング

ケアラー自身に対する支援というわけではな

いので、今は支援の限界というところも少な

からず感じているところではあります。 

 保護者に養育能力とか貧困などの課題があ

る場合は、児童相談所への相談であったりと

か、また関係機関などにつなげたり見守りな

どをしていただいたりしているほかに、ショ

ートステイとかトワイライトなどの養育支援

訪問の支援につなげたり、福祉課の就労支援

とかこども課のひとり親家庭の支援など、そ

ういうできる限り福祉のサービスを使って、

まずは支援していけるというところにつなげ

ていくことになります。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）ありがとうございます。

今その10件というのはかなり要対協等でヘビ

ーなというか、完全にブラックなヤングケア

ラーであるというふうに思いますし、今現在

ヤングケアラーに対する支援というような形

ではないというのも分かります。これからの

ことだと思いますし、やっぱり掌握するとい

うか、グレーゾーンの子どもたちがなかなか

上がってこないということで今回、教員の先

生方にご協力いただいてアンケート調査で実

態を掌握していくということで、何人かが出

てきてくれること、それから先生らの意識が

改革されることというのをすごく楽しみにし

ているんですけれども。 

 その先駆けとして、国のほうでヤングケア

ラーに対する概要というか予算がついたとい

うことで、一部、厚生労働省の令和４年度概

算要求等についてということで、ヤングケア

ラーの支援に関する概算要求について紹介す

るというか、その辺りをちょっと振り返って

みたいと思うんですけれども、モニターをお

願いします。 

 これは令和３年９月14日に出された分で、

ヤングケアラーの支援体制強化事業というこ

とで新規事業なんですけれども、これは自治

体と国で２分の１ずつというようなことで、

かなり予算的にはなかなか大変ということも

伺っていますけれども、重層的な支援という

ようなことも含めてのこういった事業も新規

にしていただけますし、ヤングケアラーの実

態調査と研修推進事業ということで、まさに

今橋本市が進もうとしているところの支援の

事業やと思います。 

 次に、先ほど私の質問の中にありましたヤ

ングケアラー・コーディネーターの配置とい

うことで、これは全部国が10分の10支援をし

ていただけますし、その下の橋本市でできそ

うなオンラインサロンの運営ということで居

場所というか、ヤングケアラーが出てきたと

きに交流であったりというようなところの支

援ということで、これも国10分の10という形

になっています。 
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 あと、先ほどは親支援とか、そういう福祉

の関係の補助というか、そういう支援しか今

はないということなんですけれども、そのヤ

ングケアラーに対して勉強の保障であったり

ということで、親の面倒を見ているような時

間の代わりにヘルパーさんを派遣するような、

そういった事業もここでは掲載されておりま

して、１時間当たり3,000円プラス交通費とい

うヘルパーに対する時給なんていうのは、こ

れも２分の１の補助なんですけれども、そう

いうところも予定をされているということで

す。 

 県のほうでこういったリーフレットという

か、ヤングケアラーの宣伝みたいなやつが子

育て世代包括支援センターのほうにあったん

ですけど、中身がヘルパーであったりとかデ

イサービスであったりとかという、いろいろ

な福祉の中身が県のほうから出ています。こ

れから先、こういうのが予算化されていくん

だろうというふうに思いますので、それに合

わせてというか、体制づくりをとにかく頑張

っていただきたいなというふうに思っていま

す。あと、医療のほうとかにもそういった補

助等があります。それからあと、研修等にも

そういう補助事業というのがありますので、

とにかくこういった事業一つ一つをこれから

の橋本市の取組に対して予算化していただけ

ればありがたいなというふうに思っています。 

 アンケートをする際に、先ほどご答弁の中

で教職員に対する事前啓発というふうにあっ

たんですけど、どのように事前啓発をされる

のかというところを教えてください。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）教職員の皆

さんに対して具体的にどのような研修などを

していくかということは、まだ具体的には決

まっておりません。また、ヤングケアラー自

体がやはりまだ１年ほど前から積極的に言わ

れ始めたばかりなので、十分な啓発ができて

ないというところを受けて、まずはそこから

というふうに考えておりまして、夏ぐらいを

めどにはやっていけたらなというふうに思っ

ております。それについてはやはり教育委員

会の協力も必要となってきますので、連携し

てアンケート調査を実施していきたいと考え

ております。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）ありがとうございます。

まずは支援の体制づくりが大前提ではあるか

と思うんですけども、予防的支援につなげる

ためにまずは教員の先生方に意識改革といい

ますか、ヤングケアラー、今のご答弁のよう

にそれを知っていただくという形で今回アン

ケート調査にご協力を得て、グレーゾーンの

ヤングケアラーに気づいて見つけるというこ

とから始めていただけるということで、大変

うれしく思っております。 

 橋本市の、本当に概算要求も出たことです

しこれからだとは思うんですけれども、ヤン

グケアラーに対する今後の方向性について教

えてください。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）先ほど先生

方への事前説明会とか実態調査に係る情報共

有、そういうことをしていくこととともに、

国の動向を見ながらですけれども、ヤングケ

アラー・コーディネーターやオンラインサロ

ンなど必要なサービスについて検討をしてい

く。国の補助金に乗り遅れることなく進めて

いきたいと考えております。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）この間１月13日にヤン

グケアラーの議員研修会がありまして、私も

そこで研修を受けて感じたんですけれども、

やはりヤングケアラーの発見者を育てるとい

うか、周りの大人の気づきが大切だってその
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ときも言われておったんですけれども、今後

そのような方を増やすための取組について考

えていることがあったら教えてください。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）このヤング

ケアラーの問題というのは家庭内で起こって

いることなので、なかなか気づきがしにくい

ところもあるかもしれません。子どもの小さ

な行動の変化であったりとか、同じ服をずっ

と着てくるだとか、最近元気がないとか、学

校に来なくなるとか、そういうところからや

はり気づきが出てくるのかなと思いますので、

やはり学校の先生方のお力というのがすごく

重要になってくると思います。もちろんご近

所の方であったり親戚の方であったりって、

そういう周りの目も必要ではあるんですけれ

ども、それについてもヤングケアラーという

ところの皆さんに理解していただくというと

ころが大切かなと思いますので、折を見て啓

発に努めていきたいというふうに考えており

ます。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君。 

○５番（板橋真弓君）大変心強いです。まず

は第一歩ということでそこからしっかり、２

年前もそうですけれども、橋本市としてヤン

グケアラーの支援に取り組むということで現

在まで進んできていただいていると思います。

子育て包括支援センターであったり、家庭教

育支援室、地域の民生委員、母子保健推進委

員、それから子ども食堂とか放課後学習クラ

ブとか、学校現場ももちろんそうですし、ス

クールカウンセラー、社会福祉士、専門職の

方、医療、これから先、介護福祉士なんかも

多分参入されてくると思うので、そういった

ところの横への連携といいますか、今現在、

重層的支援ということでかなりネットワーク

づくりが進んでいるかと思います。チーム橋

本、ほんまに一丸となってヤングケアラーを

はじめ、様々な困難を抱えた市民一人ひとり

を誰一人取り残すことなく、全力でサポート

できる体制づくりにつなげていただきますよ

うに要望いたしまして、私の本日の質問を終

わります。ありがとうございました。 

○議長（小林 弘君）５番 板橋君の一般質

問は終わりました。 

                     

○議長（小林 弘君）お諮りいたします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ延会し、２

月24日午前９時30分から会議を開くことにし

たいと思います。これにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（小林 弘君）ご異議がありませんの

で、そのように決しました。 

 本日はこれにて延会いたします。お疲れさ

までした。 

（午後４時19分 延会） 

                                           


